
（男女共同参画担当）

　国では、男女が社会の対等な構成員として、責任を分かち合い、性別に関わりなく個性と
能力を十分に発揮できる「男女共同参画社会」の実現を目指して、「男女共同参画社会基本法」
を制定し、男女平等に向けた取組が進められています。
　この法律に基づき策定された「第５次男女共同参画基本計画」では、男女共同参画の推
進を「国民一人ひとりが個性と能力を発揮できる持続可能な活力ある社会にとって不可欠の
前提」だと強調しています。
　平成 27（2015）年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が制定
され、仕事と生活の調和や女性の職業生活における活躍に向けた取組が進められていますが、
女性の活躍や男女共同参画社会の実現に向けた課題の背景には、「男性は仕事、女性は家庭」
といった性別による固定的な役割分担意識があります。
　女性の人権を侵害する重大な問題である、配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレ
ンス）（Ｐ.16参照）やセクシュアル・ハラスメント、性犯罪などは依然としてなくなりません。
また、こうした被害は訴えにくいことから、問題が潜在化する傾向があります。
　女性をこのような暴力から守るため、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律」や「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が施行され、さまざまな取組が進
められているところです。
　「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が令和4（2022）年6月に制定され、
令和6（2024）年4月1日施行となりますが、同法では「意思の尊重」、「福祉の増進」、「人
権の擁護」、「男女平等」といった視点が明確化されました。

面接相談（電話相談のあと必要に応じて）
法律相談（電話相談のあと必要に応じて）
　【偶数月】
　　第1日曜日　　13:15～15:45
　　第3木曜日　　13:15～15:45
　【奇数月】
　　第1･3木曜日　13:15～15:45
　 ( 祝日・年末年始除く)

水　18:00～21:00　
（祝日・年末年始除く）

　男性向けの相談もあります。男性の生き方、働き方、
人間関係など男性相談員が電話でお聞きします。

200 1461

044-814-1080

人権侵害の相談

44

45

(     　　　　　　　　　　 　)

女性のための総合相談
川崎市男女共同参画センター

月～金　　9:0０～１７:00
（祝日･年末年始除く)

kanagawa@inclusion-net.jp
0467-46-2110
かながわ女性の不安･困りごと相談室

県女性相談支援センター

男性のための電話相談
川崎市男女共同参画センター　
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男性の育児休業取得促進に必要と思うこと

令和５（２０２３）年度

　働く女性や共働き世帯が増え
ている中で、男性も女性も、仕
事と家事・育児・介護などの家
庭生活の両立を実現したいとい
うニーズが高まってきており、
男性の家事や育児参加について
積極的に考える人が増えてきて 
います。しかし､家事･育児等の
参加について､男女ともに約８割
の人が「男性が育児休業を取得
しにくい職場の雰囲気をなくし
たり、上司などの理解を促す」
ことが必要と答えています。
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（暴言を吐く、脅かす、無視する、家から閉め出す）
性行為を強要する、

、監視するなど）

となる

平手で打つ、

（男女共同参画担当）

面接相談（電話相談のあと必要に応じて）
法律相談（電話相談のあと必要に応じて）
　【偶数月】
　　第1日曜日　　13:15～15:45
　　第3木曜日　　13:15～15:45
　【奇数月】
　　第1･3木曜日　13:15～15:45
　 ( 祝日・年末年始除く) 月～金　９:００～２１:００（祝日・年末年始除く）

月・水・金　13:00～19:00
　　土　  　　9:00～15:00

の相談

随時対応:英語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語
予約対応:中国語、タガログ語、タイ語、ベトナム語、
　　　　  インドネシア語、ベンガル語、ミャンマー語、
              クメール語、ロシア語

（女性相談支援員による相談）

（祝日・年末年始除く）

「                  　   」

被害者の方の相談
０４５‒６６２‒４５３０

水　18:００ ～ ２１:００
（祝日・年末年始除く）

（祝日・年末年始除く）

（祝日・年末年始除く）

（年末年始除く）

金

０４4‒814‒1080

200 1461

月・木　１８:００～２１:００（祝日・年末年始除く）

ＤＶに悩む方の相談
０４５‒６６２‒４５３１

男性のためのＤＶ相談

(     　　　　　　　　　　 　)

女性のための総合相談
川崎市男女共同参画センター

男性のための電話相談

27.1% 18.4%

27.1%

11.1 15.9 69.1

3.8
395395 288288 18.4%

3.1

15.3 75.0

6.6

令和５（２０２３）

045-534-9551

 

 

※面接相談は要予約

（詳細はP.44参照）
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　認知症高齢者等の増加に伴い、訪問販売等による消費者被害や虐待など、権利侵害
も増加していくことが見込まれることから、このような権利侵害を未然に防ぎ、認知症
高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活していくことができるよう、「あんしんセン
ター」による日常生活自立支援事業の実施や成年後見制度の利用促進に取り組んでい
ます。
　成年後見制度の利用促進にあたっては、新たに「川崎市成年後見支援センター」を設
置し、シンポジウムや研修の実施等により成年後見制度の普及啓発を図っているほか、
成年後見制度に関する相談を受け付けています。

令和5(2023)年度

411

121 50
58.5% 24.2%

92
44.4%

0
0.0%

24
11.6%

206

206

高齢者虐待

高齢者虐待

川崎市成年後見支援センター（あんしんセンター）

弁護士・社会福祉士・司法書士による
専門相談（予約制）の窓口

０４４‒７１２‒８０７１

45

　川崎市における令和5 (2023) 年度の養護者による高齢者虐待の相談・通報件数は、411件、そのうち
虐待件数は206件となっています。「高齢者虐待防止法」が施行され、高齢者虐待に対する市民の意識が
高まったことや、認知症高齢者数の増加等により、相談・通報件数、虐待件数ともに増えています。
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　また、「障害者差別解消法」の趣旨や、法改正の内容、相談窓口等を紹介する
チラシを配布するなど、市民・市内事業者に広く周知し、障害のある人に対する
差別の解消に向けて取り組んでいきます。

0871

令和6(2024)

12,996
36,590

17,387 となっており、
にあります。

66,973　

地域みまもり支援センター
高齢・障害課

川崎市成年後見支援センター（あんしんセンター）

9

3945

819-8450

45

※「合理的配慮の提供」は、令和６(2024)年4月から事業者においても義務化されました。

理解し合っていくことで、共に生きる社会（共生社会）の実現へとつながっていきます。

お住まいの地区の地域相談支援センターに
ご連絡ください。
わからない時は健康福祉局地域包括ケア推進室・漠然とした安全上の問題を理由に施設利用を拒否する。

・言葉遣いや接客の態度など一律に接遇の質を下げる。
・一律に支援者や介助者の付き添いをサービス利用の条件とする。

・車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す。
・振り仮名や写真、イラストなど分かりやすい表現を使って説明をする。
・障害の特性に応じた休憩時間の調整を行う。
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(祝日・年末年始除く）

(祝日・年末年始除く）

部 

落 

差 

別

（
同 

和 

問 

題
）

部落差別（同和問題）
～部落差別（同和問題）の解決に向けた取組～

ぶ      らく      さ     べつ　           どう      わ     もん    だい

ぶ  らく  さ  べつ　  どう   わ  もん だい　　     かい けつ　      む       　　　とり くみ

部落差別（同和問題）

部落差別（同和問題）

　部落差別（同和問題）とは、「日本社会の歴史的過程で形作られた身分差別により、日本国民の一部の
人々が、長い間、経済的、社会的、文化的に低い状態に置かれることを強いられ、同和地区と呼ばれる地域の
出身者であること等を理由に結婚を反対されたり、就職等の日常生活の上で差別を受けたりするなどして
いる、我が国固有の人権問題（法務省・文部科学省編「令和6年版人権教育・啓発白書」）」を指します。
　中世末期ないし近世初期に封建社会の下で形成された同和地区の住民は、最下級の賤しい身分として規
定され、厳しい差別を受けました。明治4（1871）年に公布された「太政官布告第61号」によって、形式的に
は制度上の身分差別から解放されましたが、差別の実態にはほとんど変化がありませんでした。昭和40
(1965)年、「同和対策審議会答申」において、部落差別（同和問題）の早急な解決は国の責務であり、国民
的課題であるとされ、国は、昭和44(1969)年から3度にわたる特別措置法に基づき、同和地区の環境を整
備しました。ハード面における一般地区との格差は大きく改善されましたが、結婚に際して同和地区出身だ
からという理由で周囲の反対にあう、就職・職場で不利な扱いを受ける、身元調査をされるといった差別が行
われてきました。
　その後、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、平成２８（２０１６）
年に「部落差別の解消の推進に関する法律」が制定されました。同法第６条に基づき平成２９（２０１７）年１０月
に内閣府が実施した、部落差別の実態に係る調査の結果によれば、部落差別の実態として、インターネットに
おける特定個人や不特定者を対象とする誹謗中傷等の差別表現や、結婚・交際の場面における差別が発生
していること、正しい理解が進む一方で偏見・差別意識が依然として残っていること、インターネット上で部落
差別関連情報を閲覧した者の一部には差別的な動機が見られることなどが明らかとなっています。　
　また、最近では、不当な差別的取扱いを助長・誘発する目的で特定の地域を同和地区であると指摘するな
どの事案も発生しています。
　国は、特定の地域が同和地区である、又はあったと指摘する情報を公にすることは、その行為が助長誘発
目的に基づくものであるか否かにかかわらず、また、当該地域がかつての同和地区であったか否かにかかわ
らず、人権擁護上許容し得ないものであるという立場を明確にしています。
　偏見や差別に基づくこうした行為は、他人の人格や尊厳を傷つけるものであり、決して許されないものです。
　一人一人の人権が尊重される社会の実現を目指しましょう。

　川崎市では、この問題への正しい理解を図るために、啓発物の作成等を通じて人権意識の普及を推進し、
市民や人権に関わる団体等と連携し協力し合いながら、引き続き、部落差別（同和問題）の解決・解消に向け
て取り組んでいきます。

部落差別（同和問題）

部落差別（同和問題）

部落差別（同和問題）

部落差別（同和問題）

横浜地方法務局川崎支局

かわさき人権相談

044-244-4166

044-200-2359
月～金　8:30～12:00、
　　　 13:00～17:15

（市民文化局人権・男女共同参画室）

9:00～12:00　13:00～16:00

（詳細はＰ.４５参照）

（祝日・年末年始除く）

（公財）

45

神奈川県弁護士会 犯罪被害者支援センター
犯罪被害者のための無料電話相談
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川崎市で住居を探す時、外国人であることを理由に入居を断られたことがある

最近１年間に、外国人であることを理由に脅迫や差別的な暴言を受ける不安を感じたことがある

外国籍であるために、現在の仕事（例：配属・昇進）において差別的な扱いを受けて困ったり不満に感じている

最近１年間に、病気になったときに、病院での対応に差別を感じたことがある

26.1%

14.7%

9.0%

3.8%

※9:00～17:00 （日曜日･休館日･年末年始除く）
にち    よう     び きゅう  かん     び ねん   まつ     ねん      し      のぞ

※8:30～17:00　電話は9:00～17:00（土･日･祝日･年末年始除く）
にちど  しゅく   じつでん　  わ ねん   まつ     ねん      し      のぞ

(11言語)

かわさき多文化共生プラザ （7言語）
（場所）川崎市役所　南庁舎　2階

た     ぶん    か   きょう   せい ぷ     ら      ざ

ば　しょ

ば　しょ かわ  さき   し   やく  しょ みなみちょうしゃ かい

げん     ご

げん     ご

200044 1520
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※全て予約制となっていますので、事前に確認をしてください。

公益財団法人エイズ予防財団

（祝日・年末年始除く）

保健医療政策部感染症対策課

第３月曜日
10:00～ 10:40

9:30～ 10:00

9:30～ 11:00

13:00～ 13:40

1・３

※麻生区衛生課では、令和7年度は検査を休止
　しています。

・多摩区

※休診日についてはホームページを御確認ください。

感染症について

3

45　川崎市では、感染症に関する情報の発信や正しい知識の普及啓発を行い、感染症の予防と、
差別や偏見の解消に取り組んでいます。

　感染症は、誰もが感染する可能性があり、感染経路も症状も様々です。
　感染症について正しい知識を持ち、社会生活の様々な場面で、差別やプライバシー侵害な
どの人権問題が生じないような配慮を社会全体で取り組むことが大切です。

水

感染症に関連する差別・偏見をなくすために必要なこととは？

神経

2439
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を実現することが必

って、全国で拉致問題への

30 31

お住まいです。

平成 21 (2009) 年10月から川崎市平和館に
常設の展示・映像コーナーを設置しています。

市内巡回写真展Kawasaki Youth Meeting

市民団体・他自治体との連携 ライトアップ

拉致被害者家族支援「横田めぐみさん」コーナー

ご

9:00～17:00

休館日:月曜日・第3火曜日（祝日
の場合は直後の平日）、年末年始

拉致被害者家族による講演会を中学校で
実施しています。

公共施設や商業施設等と協力して横田
めぐみさんの写真展を開催しています。

御家族と同じマンションに住む住民有志
が設立した支援団体「あさがおの会」の
協力により、啓発物の製作などを行ってい
ます。

北朝鮮拉致被害
者救出に向けたブ
ルーリボン運動の
啓発のため１２月
に本庁舎で実施し
ています。
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